
公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の名称及び所在地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備考
契約の相手方の商
号又は名称及び住

所

公益法人の場合

様式１

公表の対象となる契約はありません。



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

公共工事の名称、
場所、期間及び種

別

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率

随意契約によ
ることとした会
計法令の根拠
条文及び理由
（企画競争又は

公募）

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住

所
備考

再就職の役員
の数

様式２

公表の対象となる契約はありません。



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募
者数

住宅地図購入

富山労働局支出負担
行為担当官
中野　響
富山市神通本町1-5-
5

平成26年12月9日
㈱刊広社
金沢市大手町15－
26

一般競争入札 1,261,616 1,060,452 84.05% ２者

事務用椅子・待合椅
子等の更新

富山労働局支出負担
行為担当官
中野　響
富山市神通本町1-5-
5

平成27年1月7日
㈱瀬戸
富山市八人町9-11

一般競争入札 3,080,247 2,599,560 84.39% ５者

高岡公共職業安定所
電話等設備一式更新

富山労働局支出負担
行為担当官
中野　響
富山市神通本町1-5-
5

平成27年1月30日
㈱大和電建
福井市開発１－１０
１

一般競争入札 2,616,411 1,350,000 51.59% ３者

「雇用保険事務手続
きの手引き」（9,000
部）印刷製本契約

富山労働局支出負担
行為担当官
中野　響
富山市神通本町1-5-
5

平成27年1月29日
能登印刷㈱
金沢市武蔵町７－
１０

一般競争入札 2,333,497 1,292,760 55.40% ６者

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称及
び数量

契約担当官等の氏名
並びにその所属する
部局の名称及び所在
地

契約を締結した日
一般競争入札・指
名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率

公益法人の場合契約の相手方の商
号又は名称及び住
所

様式３



公益法人の区
分

国所管、都道府
県所管の区分

応札・応募者数

※公益法人の区分において、「公財」は、「公益財団法人」、「公社」は「公益社団法人」、「特財」は、「特例財団法人」、「特社」は「特例社団法人」をいう。

随意契約によることとした
会計法令の根拠条文及び

理由
（企画競争又は公募）

公益法人の場合
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

備考

公共調達の適正化について（平成18年8月25日付財計第2017号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品・役務等）
及び公益法人に対する支出の公表・点検の方針について（平成24年6月１日　行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開

物品役務等の名称
及び数量

契約担当官等の氏
名並びにその所属
する部局の名称及

び所在地

契約を締結した日 予定価格 契約金額 落札率
再就職
の役員
の数

様式４

公表の対象となる契約はありません。


